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資料２

ア 特定行政庁（建築主事設置市町）となることにより移譲される項目

法 令 名 条 事務区分 事項（主な権限） 備 考

建築基準法 ４条ほか 自治事務 建築確認、違反建築の指 神戸市、姫路市、尼崎市、

導等 西宮市、明石市、伊丹市、

、 、 、加古川市 宝塚市 川西市

三田市、芦屋市、高砂市

建築物の耐震改修の ４条ほか 自治事務 耐震診断等の助言等

促進に関する法律

浄化槽法 ５条 自治事務 浄化槽設置等の届出受

理等

密集市街地における防 ４条ほか 自治事務 建替計画の認定等

災街区の整備の促進に

関する法律

（参考）市町が建築主事を設置する場合の手続等

区 分 根拠条文 特定行政庁となる手続 該当市町村

政令で指定する人口２５ 必置 ４条１項 政令で指定 神戸市、姫路市、尼崎

万以上の市 市、西宮市、明石市

（特定行政庁）

上記以外の市町村 任意 ４条２項 都道府県知事と協議し同意 設置済み：伊丹市、加

（特定行政庁） を得た上で、建築主事設置 古川市、宝塚市、川西

の３０日前に公示・都道府 市、三田市、芦屋市、

県知事に通知 高砂市

上記以外の市町村 任意 ９７条の２ 上記に同じ 現在なし

（限定特定行政庁） 第１項

※ 建築主事を設置する特定行政庁となった市町については、受け入れ体制を勘案しつつ、市町の意向

に応じて、都市計画法に基づく開発許可や、土地区画整理法に基づく土地区画整理事業の認可等、ま

ちづくりに関する権限を、事務処理特例条例により移譲していくこととしています。
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イ 保健所政令市となることにより移譲される項目

法 令 名 条 事務区分 事項（主な権限） 備 考

人口動態調査令 ４条ほか 法定受託 人口動態調査票の審査及

び小票作成

栄養改善法 ２条ほか 自治・法定 国民栄養調査の実施及び

集団給食施設の指導等

母子保健法 １９条ほか 自治事務 未熟児の訪問指導等

母体保護法施行令 ７条ほか 法定受託 受胎調節実地指導員の指

定申請等の経由

児童福祉法 １９条 自治事務 身体障害児等の療育指導

等

精神保健及び精神障害 ４７条ほか 自治・法定 精神障害者等からの相談

者福祉に関する法律 指導等

結核予防法 ６７条ほか 自治・法定 結核に係る定期外の健康

診断等

感染症の予防及び感染 ６４条ほか 自治・法定 感染症発生状況の把握及

症の患者に対する医療 び患者に対する入院措置

に関する法律 等

検疫法 ２２条ほか 法定受託 検疫感染症の通報受理等

クリーニング業法 １４条ほか 自治事務 クリーニング業の営業の

届出受理等

理容師法 １７条の２ほか 自治事務 理容所の開設に関する届

出の受理等

美容師法 ２２条ほか 自治事務 美容所の開設に関する届

出の受理等

公衆浴場法 １条ほか 自治事務 公衆浴場の経営の許可等

旅館業法 ３条ほか 自治事務 旅館業の営業許可等

興行場法 １条ほか 自治事務 興行場の営業の許可等
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法 令 名 条 事務区分 事項（主な権限） 備 考

墓地、埋葬等に関する １９条の２ほか 自治事務 墓地、納骨堂、火葬場の

法律 監視指導等

温泉法 １２条ほか 自治事務 温泉の利用許可、温泉利

用施設の検査等

建築物における衛生的 ５条ほか 自治事務 特定建築物についての届

環境の確保に関する法律 出の受理等

水道法 ４８条の２ほか 自治事務 専用水道布設の確認等

食品衛生法 １７条ほか 自治・法定 飲食店営業等の営業の許

可等

食鳥処理の事業の規制 ３条ほか 自治・法定 食鳥処理の事業の許可等

及び食鳥検査に関する

法律

と畜場法 ３条ほか 自治・法定 と畜場の設置の許可等

狂犬病予防法 ２５条ほか 自治・法定 犬の捕獲、抑留等

化製場等に関する法律 １条ほか 自治事務 化製場等の開設の許可等

医療法 ７条ほか 自治事務 診療所・助産所開設の許

可等

臨床検査技師、衛生検 ２０条の３ほか 自治事務 衛生検査所の登録等

査技師等に関する法律

保健婦助産婦看護婦法 ３６条 自治事務 保健婦に対する指示

歯科衛生士法 １３条の４ 自治事務 歯科衛生士に対する指示

歯科技工士法 ２１条ほか 自治事務 歯科技工所開設の届出受

理等

柔道整復師法 １８条ほか 自治事務 柔道整復師の施術所の届

出受理等

あん摩マッサージ指圧 ８条ほか 自治事務 あん摩マッサージ指圧師

師、はり師、きゅう師 等の施術所の届出の受理

等に関する法律 等

死体解剖保存法 ２条ほか 自治事務 死体解剖の許可等
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法 令 名 条 事務区分 事項（主な権限） 備 考

薬事法 ２６条ほか 自治・法定 卸売を除く医薬品一般販

売業の許可等

毒物及び劇物取締法 ４条ほか 自治事務 毒物劇物販売業の登録等

有害物質を含有する家 ６条ほか 法定受託 健康被害を発生させるお

庭用品の規制に関する それのある有害物質を含

法律 有する家庭用品の回収命

令等

介護保険法 １００条 自治事務 介護老人保健施設の検査

等

廃棄物の処理及び清掃 ８条ほか 自治・法定 一般廃棄物処理施設の設

に関する法律 置許可、産業廃棄物処理

業の許可等

浄化槽法 ５条ほか 自治・法定 浄化槽の設置届の受理等

※ 保健所政令市となった市については、受け入れ体制を勘案しつつ、市の意向に応じて、毒物及び

劇物取締法に基づく取り扱い業者による届出受理や、食品衛生法に基づく検査命令に関する権限など、

保健・衛生に関する権限を、事務処理特例条例により移譲していくこととしています。
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ウ 福祉事務所設置町となることにより移譲される項目

法 令 名 条 事務区分 事項（主な権限） 備 考

生活保護法 １９条ほか 自治・法定 生活保護の決定及び実施等

児童福祉法 ２２条ほか 自治事務 助産施設及び母子生活支援施

設への入所措置等

知的障害者福祉法 ９条ほか 自治事務 知的障害者援護施設への入所

措置等

H14/8児童扶養手当法 ４条ほか 法定受託 児童扶養手当の認定及び支給

施行

特別児童扶養手当等の １７条ほか 法定受託 障害児福祉手当、特別障害者

支給に関する法律 手当の認定及び支給等

国民年金法等の一部を 附則９７条 法定受託 福祉手当の支給（経過措置）

改正する法律
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エ 計量法等などその他の個別法により移譲される項目

適 用 団 体

法 令 名 条 事務区分 事 項 該当要件 政 中 特 そ 備 考

（主な権限） 令 核 例 の

市 市 市 他

計量法 １０条 自治・法定 特定計量器に係る定期検査、 政令で定め ◎ ◎ ◎ ○ 現在、１２政令指定都

ほか 勧告等 る市町村 市、中核市、特例市の

ほか３９市が指定済み

水質汚濁防止 ２８条 自治・法定 汚水等を排出する特定施設の 政令で定め ◎ ◎ ◎ ○ 現在、１２政令指定都

法 ほか 設置届の受理、立入検査、改 る市 市、中核市、特例市の

善命令、常時監視等 ほか４３市が指定済み

大気汚染防止 ３１条 自治・法定 ばい煙発生施設及び粉じん発 政令で定め ◎ ◎ ○ ○ 現在、１２政令指定都

法 ほか 生施設（工場を除く）に係る る市 市、中核市のほかが指

届出受理、立入検査等 定済み

ばい煙発生施設及び粉じん発 政令で定め ◎ ◎ ○ ○ 現在政令で指定されて

生施設（工場）に係る届出受 る市 いるのは、１２政令指

理、立入検査等 定都市及び中核市のみ

騒音規制法 ２５条 自治・法定 騒音を規制する地域の指定、 政令で定め ◎ ◎ ◎ ○ 現在政令で指定されて

ほか 規制基準の設定、自動車騒音 る市町村 いるのは、１２政令指

の常時監視等、関係行政機関 定都市、中核市及び特

の長への協力要請 例市のみ

振動規制法 ２３条 自治事務 振動を規制する地域の指定、 政令で定め ◎ ◎ ◎ ○ 現在政令で指定されて

ほか 規制基準の設定、関係行政機 る市 いるのは、１２政令指

関の長への協力要請 定都市、中核市及び特

例市のみ

悪臭防止法 ２１条 自治事務 悪臭を規制する地域の指定、 政令で定め ◎ ◎ ◎ ○ 現在政令で指定されて

ほか 規制基準の設定、関係行政機 る市 いるのは、１２政令指

関の長への協力要請 定都市、中核市及び特

例市のみ

特定工場にお １４条 自治事務 公害防止統括者等の届出の受 政令で定め ◎ ◎ ○ ○ 現在政令で指定されて

ける公害防止 ほか 理等（ばい煙・粉じん発生施 る市 いるのは、１２政令指

組織の整備に 設等設置工場） 定都市及び中核市のみ

関する法律

公害防止統括者等の届出の受 政令で定め ◎ ◎ ◎ ○ １２政令指定都市、中

理等（上記以外の工場） る市 核市、特例市のほか

３９市が指定
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適 用 団 体

法 令 名 条 事務区分 事 項 該当要件 政 中 特 そ 備 考

（主な権限） 令 核 例 の

市 市 市 他

ダイオキシン ４１条 自治・法定 ダイオキシン類を発生する特 政令で定め ◎ ◎ ○ ○ 現在政令で指定されて

類対策特別措 ほか 定施設の設置届の受理、立入 る市 いるのは、１２政令指

置法 検査、改善命令、常時監視等 定都市及び中核市のみ

動物の愛護及 １８条 自治事務 犬又はねこの引取り等 政令で定め ◎ ◎ ○ ○ 現在政令で指定されて

び管理に関す ほか る市 いるのは、１２政令指

る法律（改正 定都市及び中核市のみ

法）

中小企業支援 ３条 自治事務 国が定める「中小企業支援事 政令で指定 ◎ ○ ○ ○ 現在、１２政令指定都

法（改正法） ほか 業の実施に関する計画」にか 市

かる、中小企業の経営に関す

る助言、試験研究等の事業実

施

地方教育行政 ６１条 自治事務 県費負担教職員の任免及び研 中等教育学 ○ ○ ○ ○

の組織及び運 修等 校を設置す

営に関する法 る市

律

海岸法 ３７条 自治事務 海岸保全区域及び一般公共海 都道府県知 ○ ○ ○ ○

の３ 岸区域の管理 事との協議

ほか 等

下水道法 ２５条 自治事務 流域下水道の管理 都道府県と ○ ○ ○ ○

の２ の協議

ほか

消防法 １１条 自治事務 製造所、貯蔵所又は取扱所の 消防本部及 ○ ○ ○ ○ 家島町を除く全市町

ほか 設置許可等 び消防署を

置いた町村

※本表には、政令で指定するもののほか、法令上、県と市町の協議等により市町に一定の権限が移ることとされているもの

についても、対象にした。

※「適用団体」については、法令に政令市・中核市・特例市の権限である旨規定されているものはそれぞれの欄に◎、その他

については○とした。
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